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 インデックスファンド２２５
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純資産総額（右目盛） 基準価額（左目盛） 日経平均株価（左目盛）

＜基準価額の推移＞

（億円）

ファンドの特色

１.日本株式市場全体の動きをとらえ、日経平均株価（225種・東証）の動きに連動する
投資成果をめざします。

２.モダンポートフォリオ理論に基づく「バーラ日本株式モデル」に従って、
東京証券取引所第一部上場全銘柄の中から原則として200銘柄以上に投資します。

運 用 実 績
※このレポートでは基準価額および分配金を１万口当たりで表示しています。
※このレポートのグラフ、数値等は過去のものであり、将来の運用成果等を

約束するものではありません。
※当レポート中の各数値は四捨五入して表示している場合がありますので、

それを用いて計算すると誤差が生じることがあります。

追加型投信／国内／株式／インデックス型

ファンドの概要

設 定 日 1988年6月17日

償 還 日 無期限

決 算 日 原則6月16日

収益 分 配 決算日毎

基準価額　： 2,586円

純資産総額： 1,969.17億円

＜基準価額の騰落率＞

１ヵ月 ３ヵ月 ６ヵ月 １年 ３年

当ファンド -5.59% 9.07% 6.86% -1.82% 12.09%

日経平均株価 -5.58% 8.16% 5.92% -3.34% 7.85%

※基準価額の騰落率は当ファンドに過去３年間、分配金実績が
　あった場合に、当該分配金（税引前）を再投資したものとし
　て計算した理論上のものである点にご留意下さい。

＜分配金実績（税引前）＞

第19期 第20期 第21期 第22期 第23期

2007/6/18 2008/6/16 2009/6/16 2010/6/16 2011/6/16

30円 30円 20円 20円 20円

※基準価額は信託報酬（年率0.546％（税抜0.52％））控除後の値です。

※基準価額は当ファンドに過去３年間、分配金実績があった場合に、

４月の国内株式市場は、日経平均株価が前月末比マイナス5.58％と下落しました。

日銀の企業短期経済観測調査(短観)で大企業製造業の業況判断が市場予想に反して横ばいだったことや、スペイン国債の入

札不調などから欧州債務問題再燃への懸念が高まったことなどを受けて、日経平均株価は下落して始まりました。以降、反発

する局面もありましたが、アメリカドル、ユーロに対する円高の進行、スペイン、イタリアの債務削減に対する不透明感、米

国で雇用統計や中古住宅販売件数など市場予想に反する内容の経済統計の相次ぐ発表、中国の景気減速を示唆する経済指標の

発表、フランス、オランダの政局不安など悪材料が重なり、軟調な展開となりました。

日 経 平 均 株 価 の 概 況

※ 「資産構成比率」「株式組入上位10銘柄」の比率は純資産総額を、「株式
組入上位５業種」の比率は組入株式の評価額の合計を、それぞれ100％
として計算したものです。

※ 「株式組入上位５業種」 「株式組入上位10銘柄」はマザーファンドの状況です。
業種は東証33業種分類によるものです。

※ 「資産構成比率」はマザーファンドの投資状況を反映した実質の組入比率です。

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は

変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読みくださ

い。

  当該分配金（税引前）を再投資したものとして計算した理論上のもの
　である点にご留意下さい。
※基準価額および日経平均株価は、2009年4月末を100として指数化して
　います。
※日経平均株価に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は日本
　経済新聞社に帰属します。

＜株式組入上位10銘柄＞（銘柄数：　225銘柄）
銘　柄 業種 比率

1 ファーストリテイリング 小売業 7.45%
2 ファナック 電気機器 5.65%
3 京セラ 電気機器 3.27%
4 ソフトバンク 情報・通信業 2.99%
5 本田技研工業 輸送用機器 2.41%
6 キヤノン 電気機器 2.29%
7 ＫＤＤＩ 情報・通信業 2.18%
8 信越化学工業 化学 1.93%
9 東京エレクトロン 電気機器 1.85%
10 ＴＤＫ 電気機器 1.75%
※個別の銘柄の取引を推奨するものではありません。
※上記銘柄については将来の組入れを保証するものではありません。

＜資産構成比率＞
株式 100.0%

うち先物 2.7%
現金その他 2.6%

＜株式組入上位５業種＞
業種 比率

1 電気機器 21.5%
2 小売業 10.5%
3 情報・通信業 8.7%
4 輸送用機器 7.0%
5 医薬品 6.5%

URL　http://www.nikkoam.com

■当資料は、投資家の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセットマネジメントが作成した販売用資料です。掲

載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。
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■お申込メモ
商品分類 追加型投信／国内／株式／インデックス型

お申込単位 お申込単位につきましては、販売会社ないしは委託会社の照会先にお問い合わせください。

お申込価額 お申込受付日の基準価額

信託期間 無期限（1988年6月17日設定）

決算日 毎年6月16日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配 毎決算時に、利子・配当収入を中心に分配を行ないますが、分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向などを

勘案して決定します。ただし、分配対象額が少額の場合には分配を行なわないこともあります。

※将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

ご換金価額 換金請求受付日の基準価額

ご換金代金のお支払い 原則として、換金請求受付日から起算して4営業日目からお支払いします。

課税関係 原則として、分配時の普通分配金ならびに換金時および償還時の差益は課税の対象となります。

※課税上は、株式投資信託として取り扱われます。

※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

■手数料等の概要
お客様には、以下の費用をご負担いただきます。

＜お申込時、ご換金時にご負担いただく費用＞

お申込手数料：お申込手数料率は、2.1％（税抜2％）を上限として販売会社が定める率とします。

※分配金再投資コースの場合、収益分配金の再投資により取得する口数については、お申込手数料はかかりません。

換金手数料：ありません。

信託財産留保額：ありません。

＜信託財産で間接的にご負担いただく（ファンドから支払われる）費用＞

信託報酬：純資産総額に対して年率0.546％（税抜0.52％）以内を乗じて得た額

その他費用：組入有価証券の売買委託手数料、監査費用、借入金の利息、立替金の利息 など

※その他費用については、運用状況により変動するものであり、事前に料率、上限額等を示すことができません。

※当ファンドの手数料などの合計額については、投資家の皆様がファンドを保有される期間などに応じて異なり

ますので、表示することができません。

※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

■委託会社、その他関係法人
委託会社 日興アセ トマネジメント株式会社委託会社 日興アセットマネジメント株式会社

受託会社 三井住友信託銀行株式会社（再信託受託会社：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社）

販売会社 販売会社については下記にお問い合わせください。

日興アセットマネジメント株式会社

〔ホームページ〕http://www.nikkoam.com/

〔コールセンター〕0120-25-1404（午前9時～午後5時。土、日、祝・休日は除く。）

■お申込みに際しての留意事項
○リスク情報
・投資者の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被
り、投資元金を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者（受益
者）の皆様に帰属します。なお、当ファンドは預貯金とは異なります。

・当ファンドは、主に株式を実質的な投資対象としますので、株式の価格の下落や、株式の発
行体の財務状況や業績の悪化などの影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあり
ます。

主なリスクは以下の通りです。
価格変動リスク
・株式の価格は、会社の成長性や収益性の企業情報および当該情報の変化に影響を受けて変
動します。また、国内および海外の経済・政治情勢などの影響を受けて変動します。ファ
ンドにおいては、株式の価格変動または流動性の予想外の変動があった場合、重大な損失
が生じるリスクがあります。

流動性リスク
・市場規模や取引量が少ない状況においては、有価証券の取得、売却時の売買価格は取引量
の大きさに影響を受け、市場実勢から期待できる価格どおりに取引できないリスク、評価
価格どおりに売却できないリスク、あるいは、価格の高低に関わらず取引量が限られてし
まうリスクがあり、その結果、不測の損失を被るリスクがあります。

信用リスク
・投資した企業の経営などに直接・間接を問わず重大な危機が生じた場合には、ファンドに
も重大な損失が生じるリスクがあります。デフォルト（債務不履行）や企業倒産の懸念か
ら、発行体の株式などの価格は大きく下落（価格がゼロになることもあります。）し、ファ
ンドの基準価額が値下がりする要因となります。
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＜日経平均株価と基準価額の主なカイ離要因＞

当ファンドは、基準価額の変動率を日経平均株価の変動率に一致させることをめざしますが、

次のような要因があるため、同指数と一致した推移をすることをお約束できるものではあり

ません。

・日経平均株価の採用銘柄の変更や資本異動などによってポートフォリオの調整が行なわれ

る場合、個別銘柄の売買などにあたりマーケット・インパクトを受ける可能性があること、

また、信託報酬、売買委託手数料、監査費用などの費用をファンドが負担すること。

・組入銘柄の配当金や有価証券の貸付による品貸料が発生すること。

・先物取引等のデリバティブ取引を利用した場合、当該取引の値動きと日経平均株価の採用

銘柄の一部または全部の値動きが一致しないこと。

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

○その他の留意事項

当資料は、投資家の皆様に「インデックスファンド２２５」へのご理解を高めていただくこ

とを目的として、日興アセットマネジメントが作成した販売用資料です。投資信託は、預金

や保険契約とは異なり、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありませ

ん。また、銀行など登録金融機関で購入された場合、投資者保護基金の支払いの対象とはな

りません。投資信託の運用による損益は、すべて受益者の皆様に帰属します。当ファンドを

お申込みの際には、投資信託説明書（交付目論見書）などを販売会社よりお渡ししますので、

内容を必ずご確認のうえ、お客様ご自身でご判断ください。

設定・運用は 日興アセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第368号

加入協会：社団法人投資信託協会

社団法人日本証券投資顧問業協会
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　お申込みは

日本証券業
協会

社団法人
日本証券

投資顧問業
協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種

金融商品
取引業協会

株式会社愛知銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第12号 ○

株式会社秋田銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第2号 ○

株式会社足利銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第43号 ○

株式会社阿波銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第1号 ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○

株式会社大垣共立銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第3号 ○ ○

岡地証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第5号 ○

沖縄県労働金庫 登録金融機関 沖縄総合事務局長（登金）第8号

株式会社香川銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第7号 ○

かざか証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第58号 ○

株式会社北日本銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第14号 ○

株式会社岐阜銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第14号 ○

九州労働金庫 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第39号

株式会社紀陽銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第8号 ○

株式会社きらやか銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第15号 ○

近畿労働金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第90号

株式会社群馬銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第46号 ○ ○

光世証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第14号 ○

株式会社高知銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第8号 ○

三栄証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第71号 ○

株式会社滋賀銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第11号 ○ ○

四国労働金庫 登録金融機関 四国財務局長（登金）第26号

株式会社静岡銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第5号 ○ ○

静岡県労働金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第72号

静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第10号 ○

シティバンク銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第623号 ○ ○

株式会社ジャパンネット銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

株式会社荘内銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第6号 ○

株式会社常陽銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第45号 ○ ○

株式会社新生銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

加入協会

金融商品取引業者等の名称 登録番号

株式会社新生銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社仙台銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第16号 ○

株式会社大光銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第61号 ○

株式会社但馬銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第14号 ○

株式会社千葉銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第39号 ○ ○

株式会社千葉興業銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第40号 ○ ○

中央労働金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第259号

中国労働金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第53号

株式会社筑波銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第44号 ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○

東海労働金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第70号

株式会社東京スター銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第579号 ○ ○

東武証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第120号 ○

東北労働金庫 登録金融機関 東北財務局長（登金）第68号

東洋証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第121号 ○

長野県労働金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第268号

新潟県労働金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第267号

株式会社西日本シティ銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第6号 ○ ○

西日本シティＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第75号 ○

浜銀ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第1977号 ○

ばんせい証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第148号 ○ ○

株式会社東日本銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第52号 ○

株式会社肥後銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第3号 ○

日の出証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第31号 ○

株式会社広島銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第5号 ○ ○

広島信用金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第44号 ○

フィデリティ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第152号 ○

フィリップ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第127号 ○ ○

株式会社福井銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第2号 ○ ○

北陸労働金庫 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第36号

株式会社北海道銀行 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第1号 ○ ○

北海道労働金庫 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第38号

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○

株式会社みちのく銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第11号 ○

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○

水戸証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第181号 ○ ○

株式会社みなと銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第22号 ○ ○

むさし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第105号 ○ ○

明和證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第185号 ○

株式会社もみじ銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第12号 ○ ○

株式会社八千代銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第53号 ○株 社 代 融機関 関東 長 第

株式会社横浜銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第36号 ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○

株式会社琉球銀行 登録金融機関 沖縄総合事務局長（登金）第2号 ○

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第8号 ○


